
区 分

水 源 －

歳 入 の 状 況 （ 千 円 ％ ）

積 雪 寒 －

81,239
0.3
0.7法人事業税交付金

31,626
81,239

0.2自動車税環境性能割交付金

ゴルフ場利用税交付金

利 子 割 交 付 金 1,856
39,504

5,421,895

決 算 額

25.7

0.0

50,667

0

0.6

58,898

0.4
31,626

0.0
2,092,782

71,491

870,305
0.2 50,667

870,3054.1

15,010

0

0.5

5,396,037

25,858
目 的 税

0

内
訳

入 湯 税
事 業 所 税

法 定 外 普 通 税

0.5

0 0.0

0.0

12.7
0.0

25,858

0.0

100.0 水 利 地 益 税

--   

99.027.8

4.7

1,505,368
99.7
99.4
99.3

100.0253,525

3,143,501 58.0
131,096 2.4

99.4

0 0.0 --   

--   
--   

100.0

0 0.0
0 0.0
0 0.0 --   

99.4

--   

100.0
100.0

5,421,895

--   

0 0.0
0

繰 入 金
繰 越 金

123,268

9.9
国 有 提 供 交 付 金

地方特例交付金等

使 用 料

206,597

県 支 出 金

国 庫 支 出 金

4.8
0.5

0.1

750,126
1,604,297

う ち 減 収 補 て ん 債 特 例 分 0

市町村たばこ税

2.7
0.0

0

地 方 税
地 方 譲 与 税

寄 附 金

分 担 金 ・ 負 担 金

102,949

0

4.9

1,002,976
0

0.3

特別地方消費税交付金

軽油・自動車交付金

手 数 料

財 産 収 入

配 当 割 交 付 金
1,856

1,039,682

地方消費税交付金

株式等譲渡所得割交付金

0.1

1.2

0.2 39,504

地 方 交 付 税

3,337

5,329,298
12,305,533小 計

交 通 安 全 交 付 金
11,970,743

0.0

4,994,508
58.4

1.0

0
1,862

256,875 256,875

1,862

13,809
0

火 葬 場

○

農 業 共 済 事 業 －

○

F+G+H-I 71,088

0

○

－

繰上償還金 H
積立金取崩額 I

過 疎 ○ 地 方 拠 点 ○

辺 地

○

低 開 発 －

農 村 工 業

構 成 比 経常一般財源

5,421,895

○

○

退 職 手 当 林 野 関 係 －

小 学 校

－

中 学 校

介 護 保 険 事 業

－

常 備 消 防 －

－

農 業 用 水○

－

212181

基 準 財 政 需 要 額

第２次
第３次

A 24,142,809
基 準 財 政 収 入 額

市 町 村 台 帳 ふ り が な
令 和 ７ 年 度 市 町 村 コ ー ド

国
調

増 減 率 増 減 率

32,885

もとすし

市 町 村 名 本 巣 市

産業構造（人　％）
R7.1.1

令和10年3月6日市長

商 工

歳入歳出差額

569,088

○

724,000

実質収支C-D E
単年度収支

○

特 別 豪 雪 －

振 興 拠 点 －

豪 雪

収
支
の
状
況
（

千
円
）

特定目的基金

歳出総額

○

○

-598,713

財 産 管 理

実質単年度収支

中部圏開発

特定地域政策等の指定状況 一 部 事 務 組 合 等 加 入 の 状 況

0

収 益 事 業

R6.1.1

令和５年度

1,227,195

－

1,000,815
-453,713

促 進

502,000

区分

431,727
翌年度へ繰り越すべき財源

積立金 G

23,392,683
歳入総額

D

F
357,000

副市長

○山 振 地 域

老 人 福 祉－

特定農山村

し 尿 処 理

○

○

ご み 処 理地域再生計画 ○

指 定 棚 田

0.2
100.0 100.012,056,476

※　経常収支比率及び経常一般財源比率の上段（）内の数値は減収補てん債特例分及び臨時財政対策債を経常一般財源等に

　加えない場合のもの

(千円） 1,000,000

0.5
0.0
0.0
0.0

一時借入金の状況

0.0
0.0

借入金残高のピーク

0

0.0

0

地方債現在高

0.4
0.3

1.7

公 債 費

0.0
0.0

13,809

41.4

0.1

物 件 費

0.0

0.0
0.0
0.2

206,597

99.3

0
23,319

0

8.0

経常一財 (支出 )

0.0

3,337

0.0
債務負担行為

12.3

9.0

1,512,232

705,625
13,231

132,630

88,048

160,213

うち職員給
扶 助 費

うち財調減債

11,747

積立金現在高

326,379

7.2

30,434

普 通 建 設
経常一財 (収入 )

維持補修費
補 助 費 等

人 件 費
42,076
97,410
46,563

地方交付税
分 負 担 金
地 方 債

実 質 収 支

456
162,059

民 生 費 5,048,994
3,835,317

1,479,168
25.4

決 算 額

失業対策事 業費

議 会 費

区 分

0.0

構成比

45.0

地 方 税
2.1

歳 出 総 額

計

土地開発公社土地保有高

住民１人当たり指数
--

0

907,056

3,408,830
952,722

640,609

0

現
在
高

積
立
金

減 債 基 金

財政調整基金

( 円 )
歳 入 総 額

603,291

164,874

人 件 費
うち職 員給

扶 助 費
公 債 費

内
訳

150,350

3,793,334
386,292

繰 出 金 1,557,182
23,000

うち組合負 担金

維 持 補 修 費

積 立 金

3,139,682

426,363

補 助 費 等

0前年度繰上充用金

3,203,327

0

一時借入金利子

小 計

災害復旧事 業費

1

0

内
訳

8.5

物 件 費

650,000

11,777,124

うち人 件費
普通建設事 業費

12.0 投 資 的 経 費公 債 費 負 担 比 率

76,504
2,895,473

2,346,743

投資・出資・貸付金

う ち 補 助

5,268,608

うち臨時財政対策債発行可能額

16.1

1,791,703 9.0
383

2.1

2.5

0.0
7.8

383

1.9

0
499,085

15.8

13.2
9.01,792,086

354,346

0.1

1,531,237
720,889

344,557

0.0

38.4
19.1

0.0
14.8

6.0

1,786,358

1,150,919 9.51,335,113

5,793,296

13.3

0

334,375
2,301,717

326,940
174,041 0 0.0

2,753,290

14,853,703100.0

11.8

14.6

102.7

499,085
41,169

14.6
0.4

経 常 収 支 比 率

410,779 88.7

76,504

89.0

10,732,964

102.4
経常一般財源比率

00.0
歳 入 一 般 財 源 計

0.0

経常経費充当一般財源等計

( )

0

決 算 額

市 町 村 税 の 状 況 （ 千 円 ％ ）

構 成 比

個人

現年分徴収率

鉱 産 税

特別土地保有税
小 計

固 定 資 産 税
軽 自 動 車 税

0.0 --   
99.5

法人
市町村民税

315,800

253,400

一人当たり月額(円)

3,736 4
0

円

円
人 5,818

155,911

職員数 (人)
千円

経常収支比率

362,547

0.0

( )

後期高齢者医療事業

00

0 0
1,014

地 方 債 現 在 高

)
区 分

289,700一世帯当たり保険税(料)調定額

6.7

一 般 職 員 等

0臨 時 職 員

R7 ･ 4 ･ 1 現 在

教 育 公 務 員

千円

225

性 質 別 歳 出 の 状 況

6.7
30.1

人口集中地区(人％)

5,321,451

0

（ 千 円 ％ ）

経常経費充当一般財源Ⅱ-3

類　型

決 算 額区 分
地方交付税種地

Ⅰ-2

構 成 比 充当一般財源等額

1,173,499

1,786,358
383

1,786,741

5,335,128
2,727,126

750,126

加 入 世 帯 数

366,625

79,747

歳 入 合 計

2.7
6.6 人口千人当たり職員数

179
0

21,066,421

標準規模に占める割合

うち臨時財政対策債 44,054

8.5（％）571,316
1,383,654

0.0

諸 収 入
地 方 債

54,496

3.6

0.0

25.3

0.0

-

398,587 合 計

う ち 技 能 労 務職

区 分

法 定 外 目 的 税
旧 法 に よ る 税

43,247実 質 収 支 額

0.0

7.6

世帯
保険給付費等交付金 2,375,150

227,710普 通 会 計 繰 入 額

一人当たり　〃

115,351

95,475

0

19,839,226

実 質 収 支 比 率

標 準 財 政 規 模

特
別
職

(R8.1.
1時点)

藤原　勉 830,000

21,066,421

226,000

財政力指数(3～5)

226,380

0.53

-

10,315,961
6,738,562

区分(R６年度) 指数等(千円　％)

標 準 税 収 入 額 等

令和６年度

44,054

B
A-B=C

谷口　博文

318,399

23.4

1,610,825
351,233

44.1
19.0
2.8

2.7

人口（人　％）

60.5
元 利 償 還 金

7,617,900

1.8

2,622,487

2,827,498

14.81,786,741

2,833,056
1,395,2807.7R2.10.1

区 分 氏 名

第１次 1,065

条 例 定 数任期満了年月日 報 酬 （ 給 料 ） 月 額

-3.1
H27.10.1H27.10.1 4,818

32,928
33,995

   -- 9,691増 減 率

R２
国調33,109

-0.7

本
台
帳

住
民
基

R2.10.1

0

区 分

13,626,508

土地開発基金現在高

23,204,476

収 益 事 業 収 入

2,895,473

501,593

19.3

う ち 単 独

総 務 費

歳 出 合 計 19,839,226
435,100 目的別歳出の状況（千円 ％）

0.8

構 成 比

債 務 負 担 行 為 限 度 額

公 債 費

消 防 費
土 木 費

諸 支 出 金

商 工 費 2.7532,482

労 働 費
衛 生 費

災 害 復 旧 費

537,691
3,050

7.5

7.6

農 林 水 産 業 費

教 育 費

2,436,000

2,511,856

1,792,086

56.0

給料月額(千円)

14,195

72,338

(

49

86,533274
100,117

25.0
350.0

20.00
30.00
35.0

比率（％） 早期健全化基準 財政再生基準

321,500

円

一 般 職 員

-

被 保 険 者 数

令和６年度
決算内容

健
全
化
判
断
比
率

実 質 赤 字 比 率
連 結 実 質 赤 字 比 率
実 質 公 債 費 比 率
将 来 負 担 比 率

う ち 消 防 職 員

被保険者一人当たり費用

8.3

前年度繰上充用金

歳 出 合 計 19,839,226

国 民 健 康 保 険 事 業 会 計 の 状 況

都 市 計 画 税

千円

13.08
18.08

金 額 等 合 計

0


